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今
回
の
議
会
だ
よ
り
表
紙
写
真
は

〝
こ
い
の
ぼ
り
〞で
す
。今
年
度
の
議

会
だ
よ
り
表
紙
写
真
は
、毎
号
、市
内

の
四
季
の
彩
を
感
じ
る
光
景
を
企
画

し
て
み
ま
し
た
。

　

五
月
晴
れ
の
空
に
た
な
び
く〝
こ
い

の
ぼ
り
〞大
き
い
真
ご
い
、小
さ
い
ひ

ご
い
…

　

近
年
、市
内
で
も
目
に
す
る
こ
と
の

少
な
く
な
っ
た
光
景
で
す
が
、古
く
よ

り
子
ど
も
達
の
健
や
か
な
成
長
を
願

う
、日
本
の
伝
統
行
事
で
す
。

　

今
定
例
会
に
お
い
て
も
、人
口
増
、

地
域
活
性
化
、若
者
支
援
等
に
関
す

る
多
く
の
質
問
、議
論
が
展
開
さ
れ
ま

し
た
。

　

人
づ
く
り
は
、ま
ち
づ
く
り
。人
材

育
成
は
、地
域
活
性
化
の
大
き
な
力
と

言
わ
れ
ま
す
が
、そ
の
中
で
も
、一
番

大
切
な
の
は〝
心
の
醸
成
〞で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

〝
真
心
〞〝
お
も
い
や
り
〞〝
正
義
感
〞

な
ど
の
心
は
、日
々
の
生
活
の
中
で
、

教
育
や
地
域
の
伝
統
文
化
、芸
術
な

ど
と
共
に
、五
感
で
育
ま
れ
る
時
間
の

か
か
る
営
み
で
す
。急
速
に
核
家
族

化
、ネ
ッ
ト
社
会
の
進
行
す
る
現
代
に

育
つ
子
ど
も
達
に
、一
番
必
要
な
事
に

思
え
て
な
り
ま
せ
ん
。

〝
心
を
醸
成
す
る
〞人
と
し
て
一
番
尊

い
営
み
に
、社
会
全
体
で
力
を
注
い
で

ほ
し
い
…

　
一人
の
母
の
つ
ぶ
や
き
で
し
た
。

（
錦　

美
弥
子
）

議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

 

　 

委
員
長
　
　 

　 

副
委
員
長

　
　
松
田
　
実
　
　
錦
美
弥
子

 

　 

委
　
員

　
　
松
成
国
宏
　
　
冨
岡
利
昭

　
　
池
田
睦
雄

3
月
定
例
会
で
同
意
し
た
人
事
案
件

（
敬
称
略
）

◎
坂
出
市
公
平
委
員
会
委
員

中
　
川
　
英
　
世

廣
　
瀬
　
　
　
碧

国
保
と
介
護
保
険
制
度
の
改
善

を
求
め
る
陳
情
書

安
全
で
ゆ
き
と
ど
い
た
看
護
を
実

現
す
る
需
給
見
通
し
の
策
定
を
求

め
る
要
請

陳
情
書
（
原
爆
被
爆
者
の
援
護
に

つ
い
て
）

重
点
港
湾
に
関
す
る
陳
情
に
つ
い

て核
兵
器
の
廃
絶
と
恒
久
平
和
実

現
に
関
す
る
意
見
書
の
決
議
に
つ

い
て

陳
情
書
（
改
正
貸
金
業
法
の
早
期

完
全
施
行
等
を
求
め
る
意
見
書

を
政
府
等
に
提
出
す
る
こ
と
を
求

め
る
件
）

安
全
・
安
心
な
国
民
生
活
実
現
の

た
め
、
防
災
・
生
活
関
連
予
算
の

拡
充
と
国
土
交
通
省
の
地
方
出
先

機
関
の
存
続
を
求
め
る
陳
情
書

陳
情
書
（
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
、

ヒ
ブ
（
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ
型
）

ワ
ク
チ
ン
接
種
へ
の
公
費
助
成
制

度
に
つ
い
て
）

改
正
貸
金
業
法
の
早
期
完
全
施

行
等
を
求
め
る
陳
情
書

○○○○○○○○○

27
日

2
日

3
日

熊
本
県 

玉
名
市

（
駅
前
周
辺
整
備
を
活
用
し
た

　
　
　
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
）

神
奈
川
県 

伊
勢
原
市

（
坂
出
駅
周
辺
整
備
主
要

　
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
）

福
岡
県 

中
間
市

（
議
会
運
営
・
会
議
録
検
索

　
　
　
　
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
）

視
察
来
庁
記
録

陳  

情  

書

1
月

2
月

所得税法第 56条の廃止を求める意見書
　中小業者は，地域経済の担い手として，日本経済の発展に寄与してきた。
　その中小業者を支えている家族従業者の働き分（自家労賃）は，税法上，所得税法第５６条「配偶者とその親
族が事業に従事したとき，対価の支払いは必要経費に算入しない」との規定により，必要経費として認められて
いない。
　事業主の所得から控除される働き分は，配偶者の場合は８６万円，家族の場合は５０万円で，家族従業者はこ
のわずかな控除が所得とみなされるため，社会的にも経済的にも全く自立できない状態となっている。家業を手
伝いたくても手伝えないことが，後継者不足に拍車をかけている。
　税法上では青色申告をすれば，給料を経費にすることができるが，同じ労働に対して，青色と白色で差をつけ
る制度自体が矛盾している。
　ドイツ，フランス，アメリカなど，世界の主要国では自家労賃を必要経費としている中，大きな見直しを求め
る声も出ている。税法上も，民法，労働法や社会保障上でも，家族従業者の人権保障の基礎をつくるためにも，
所得税法第５６条を廃止することを求めるものである。
　以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　

市
議
会
議
員
村
井
友
信
氏
（
80
）

が
、
去
る
１
月
20
日
に
逝
去
さ
れ
ま
し

た
。
同
氏
は
昭
和
46
年
に
初
当
選
以

来
、
議
長
を
４
度
、
ま
た
、
議
会
運
営

委
員
長
等
の
要
職
を
歴
任
さ
れ
、
市
勢

の
発
展
に
大
き
く
貢
献
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
こ
に
謹
ん
で
哀
悼
の
意
を
表
し
ま

す
。 村

井
友
信
議
員
　
逝
去


